
事業承継の円滑化

地域経済と雇用を支える中小企業の事業活動の継続

【図表2】 ライツ・オファリングの実施状況

（出典：東京証券取引所）

（注）2014年8月末までに割当決議が行われたもの、単位：件
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◯既存株主には、以下の選択肢あり
　 •選択肢①：行使（新株予約権を行使して払込みを行い、増資に応じる）
　 •選択肢②：売却（増資に応じないで、新株予約権を市場売却して対価を得る）
　 •選択肢③：放棄（証券会社が新株予約権を取得して権利行使【コミットメント型】or 消滅【ノンコミットメント型】）

◯ライツ・オファリングの2類型
　 •コミットメント型：上場会社は満額の資金調達が確保される。
　 •ノンコミットメント型：上場会社の調達金額は目減りする。

■ ノンコミットメント型
■ コミットメント型
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【図表1】 ライツ・オファリングの仕組み【参考2】 経営承継円滑化法の概要

【参考3】 事業承継時期別の現経営者と先代経営者との関係

【参考4】 経営者として望む後継者像

【図表2】 ライツ・オファリングの実施状況
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新株予約権の無償割当て

①権利行使（払込み）→新株の発行

権利行使（払込み）→新株の発行
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③放棄（権利の不行使）
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（出典：東京証券取引所）

（注）2014年8月末までに割当決議が行われたもの、単位：件

（出典）中小企業庁委託調査「中小企業の事業承継に関する調査委に係る委託事業作業報告書」
　　　（2012年11月、株式会社野村総合研究所）再編加工

（出典）みずほリポート『「事業承継の2012年問題」を乗り越えるために』（2011）
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◯既存株主には、以下の選択肢あり
　 •選択肢①：行使（新株予約権を行使して払込みを行い、増資に応じる）
　 •選択肢②：売却（増資に応じないで、新株予約権を市場売却して対価を得る）
　 •選択肢③：放棄（証券会社が新株予約権を取得して権利行使【コミットメント型】or 消滅【ノンコミットメント型】）

◯ライツ・オファリングの2類型
　 •コミットメント型：上場会社は満額の資金調達が確保される。
　 •ノンコミットメント型：上場会社の調達金額は目減りする。

■ ノンコミットメント型
■ コミットメント型
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○非上場株式に係る相続税・贈与税の納税猶予制度
◇中小企業の事業の継続を通じた雇用の確保や地域経済の活力維持を図る観点から、後継者が、経済産業
大臣の認定を受けた非上場中小企業の株式等を先代経営者から相続又は贈与により取得した場合にお
いて、相続税・贈与税の納税が猶予される（雇用確保をはじめとする5年間の事業継続等が要件）。

1．事業承継税制 〈認定（相続税）827件、認定（贈与税）431件（平成27年12月末現在）〉

◇民法上、遺族には「遺留分」（※1）が存在。「遺留分」を侵
害された場合には、「遺留分減殺請求権（※2）を行使する
ことが可能。これにより、中小企業者の事業承継の局面に
おいて、以下の問題が発生するおそれ。
（※1）相続財産は原則として遺言により自由に処分できるが、遺族の生
活保障等のため、遺族に留保される相続財産の一定割合（原則法定
相続分の1／2）

（※2）自らの遺留分を取り戻すことを請求できる権利
①先代が後継者に株式を集中して渡そうとしても、残りの遺
族が遺留分減殺請求権を行使した場合には、株式又は対
価の支払いが必要。株式の分散につながるおそれ。遺留
分の放棄は可能だが、遺留分権利者が個々に家裁の許可
を得ることが必要。
②遺留分の放棄までは躊躇する場合、後継者が早期に事業
を継いでもその後の自らの努力により株価が上昇すると
その分だけ遺留分も上昇し、株を集中保有する後継者の
負担も増加（遺留分の算定は相続開始時点）。

先代の生前に、後継者及びその他の相続人全員の合意を前
提に以下の特例を規定。
①手続きの簡素化（民法第1043条の特例）
　後継者が単独で家裁の許可を得ることが可能
②価格算定時期を合意時に固定（民法第1029条の特例）

■子供への承継が望ましい
■子供でなくても親族内の承継で
あればよい

■実力ある人材を娘婿・養子等と
して迎えたい
■実力のある人材であれば親族か
どうかは問わない
■無回答

2．民法の特例 〈確認108件（平成27年12月末現在）〉

◇経営者の死亡等に伴い必要となる資
金の調達を支援するため、経済産業大
臣の認定を受けた中小企業者及びそ
の代表者に対して、以下の特例を設け
る。

①中小企業信用保険法の特例
　中小企業者に対する信用保険の拡大
（別枠化）を措置
②株式会社日本政策金融公庫法及び沖
縄振興開発金融公庫法の特例

　代表者個人に対する融資を実施。
※現行制度では代表者個人は両公庫から融資
を受けることができないが、本特例適用により
融資を受けることができる。
親族外承継や個人事業主の事業承継を
含め、以下のような幅広い資金ニーズに対
応

・株式、事業用資産の取得資金
・信用力の低下時の運転資金
・相続税負担

３．金融支援
　 〈確認107件（平成27年12月末現在）〉
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【参考5】 経営者の交代率の低迷と平均年齢の上昇

【参考6】 60歳以上の経営者の割合

【参考7】 事業承継税制の拡充

（出典）みずほリポート「「事業承継の2012年問題」を乗り越えるために」（2011）

■子供への承継が望ましい
■子供でなくても親族内の承継で
あればよい

■実力ある人材を娘婿・養子等とし
て迎えたい
■実力のある人材であれば親族か
どうかは問わない
■無回答

（出典）帝国データバンク「全国社長分析」（2012）
（備考）「全国社長分析」では2012年調査までは個人経営の代表を含んだ調査、2013年調査からは株式会社、有限会社に限定した調査と
なっており、株式会社、有限会社に限定した場合、2013年の経営者の交代率は3.67％、経営者平均年齢は58.9歳。

（出典）帝国データバンク「全国社長分析」（2013,2015）
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（出典）中小企業庁委託調査「中小企業の事業承継に関する調査に係る委託事業報告書」
　　　（2012年11月）株式会社野村総合研究所 再編加工
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連結納税制度適用
前に生じた欠損金
額は連結納税制度
の下での繰越控除
の対象外

連結納税制度適用
開始前に生じた欠
損金額を連結納税
制度の下で繰越控
除する

連結納税制度適用
開始前に生じた欠
損金額を連結納税
制度の下で繰越控
除する

連結納税制度適用開始前５年以内に行わ
れた株式移転により完全子法人となり、
以後継続して100％子法人である法人
の連結納税制度適用開始前７年以内に生
じた欠損金額

事業承継税制の拡充（平成27年1月施行）

事業承継税制の適用要件の見直しや手続の簡素化を通じ、制度の使い勝手の大幅な改善を図る。

後継者は、現経営者の親族に限定 親族外承継を対象化

雇用の8割以上を「5年間毎年」維持 雇用の8割以上を「5年間平均」で評価

現経営者は、贈与時に役員を退任 贈与時の役員退任要件を代表者退任要件に

要件を満たせず納税猶予打切りの際は、納税
猶予額に加えて利子税の支払いが必要

相続等・贈与から5年後以降は、後継者の死
亡又は会社倒産により納税免除

利子税率の引下げ（現行2.1%→0.9%）
※平成26年1月施行

承継5年超で、5年間の利子税免除

民事再生・会社更生・中小企業再生支援協
議会での事業再生の際にも、納税猶予額を
再計算し、一部免除

制度の利用の前に、経済産業大臣の「認定」に
加えて、「事前確認」を受けておく必要 事前確認制度を廃止　※平成25年4月施行

現経営者の個人債務・葬式費用を株式以外
の相続財産から控除

【参考8】「主要行等向けの総合的な監督指針」（平成27年6月　金融庁）　※本指針は上記指針の改訂版

III－10　経営者以外の第三者の個人連帯保証を求めないことを原則とする融資慣行の確立等
III－10－２　主な着眼点
（1）経営者以外の第三者の個人連帯保証を求めないことを原則とする融資慣行の確立
　　個人連帯保証契約については、経営者以外の第三者の個人連帯保証を求めないことを原則とする方針を
定めているか。また、方針を定める際や例外的に経営者以外の第三者との間で個人連帯保証契約を締結する
際には、必要に応じ、「信用保証協会における第三者保証人徴求の原則禁止について」における考え方を踏ま
えているか。特に、経営者以外の第三者が、経営に実質的に関与していないにもかかわらず、例外的に個人連
帯保証契約を締結する場合には、当該契約は契約者本人による自発的な意思に基づく申し出によるもので
あって、金融機関から要求されたものではないことが確保されているか。

【参考10】遺留分制度の概要

○相続法の基本原則は、被相続人の自由意思に基づき相続財産が処分されるというもの（遺言主義）。
○これに対して、遺留分制度とは、①相続人の生活保障、②相続人間の公平確保、③潜在的持分の取戻しの
ため、被相続人の相続財産の処分権に制約を課すもの。

①配偶者 + ②子供（代襲者を含む） or ③父母（②がいない場合のみ）
（注1）兄弟姉妹は対象外。
（注2）代襲者：相続人の子供。代襲者が権利を有するのは、子供が死亡した場合。

①原則として、被相続人の財産の2分の1（民法第1028条第2号）
②相続人が直系尊属（父母、祖父母）のみである場合には、被相続人の財産の3分の1（民法第1028条第1号）

①権利行使の期限：相続開始後遺留分侵害の存在を知ったときから1年間（消滅時効） or 相続開始時から10
年（除斥期間）（民法第1042条）

②権利行使の効果：遺留分侵害の範囲内で、受贈者が取得した権利を、遺留分権利者に移転（民法第1031条）

①遺留分の放棄：各遺留分権利者ごとに放棄することが必要（相続開始前は家庭裁判所の許可が必要）

【参考9】 民法特例の活用ニーズ

■子供への承継が望ましい
■子供でなくても親族内の承継で
あればよい

■実力ある人材を娘婿・養子等とし
て迎えたい
■実力のある人材であれば親族か
どうかは問わない
■無回答
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知っているが、
申請手続きが
よくわからない

知っているが、親族外の
後継者なので利用できない

25％33％

31％10％

26 ( )

31%

（出典）中小企業庁委託調査「中小企業における事業承継の実
　　態に関する調査」
　　（平成26年3月、（株）野村総合研究所）再編加工
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【図表1】 ライツ・オファリングの仕組み

証券会社が取得して権利行使（払込み）
→新株の発行

被相続人が相続
開始時において
有していた財産

生前贈与
（原則、相続前
１年以内）

遺留分の割合
（１／２ 
又は１／３）

特別受益 負債

上
場
会
社

流通市場
（東京証券取引所）

新株予約権の無償割当て

1．遺留分権利者 （民法第1028条）

（民法第1043条）

2．遺留分の割合

3．遺留分の算定

＋ ＋ － × 法定相続分
（例）配偶者：１／２×

（民法第1029条、903条（1044条準用））

4．遺留分の権利行使（遺留分減殺請求）・効果

5．遺留分減殺請求権の喪失等

権利行使（払込み）→新株の発行

②市場売却

③放棄（権利の不行使）
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（出典：東京証券取引所）

◯既存株主には、以下の選択肢あり
　 •選択肢①：行使（新株予約権を行使して払込みを行い、増資に応じる）
　 •選択肢②：売却（増資に応じないで、新株予約権を市場売却して対価を得る）
　 •選択肢③：放棄（証券会社が新株予約権を取得して権利行使【コミットメント型】or 消滅【ノンコミットメント型】）

◯ライツ・オファリングの2類型
　 •コミットメント型：上場会社は満額の資金調達が確保される。
　 •ノンコミットメント型：上場会社の調達金額は目減りする。

【参考11】 経営承継円滑化法の概要（平成27年8月21日成立）

事業承継税制の適用要件の見直しや手続の簡素化を通じ、制度の使い勝手の大幅な改善を図る。

後継者は、現経営者の親族に限定 親族外承継を対象化

雇用の8割以上を「5年間毎年」維持 雇用の8割以上を「5年間平均」で評価

現経営者は、贈与時に役員を退任 贈与時の役員退任要件を代表者退任要件に

要件を満たせず納税猶予打切りの際は、納
税猶予額に加えて利子税の支払いが必要

相続等・贈与から5年後以降は、後継者の
死亡又は会社倒産により納税免除

利子税率の引下げ（現行2.1%→0.9%）
※平成26年1月施行

承継5年超で、5年間の利子税免除

民事再生・会社更生・中小企業再生支援協
議会での事業再生の際にも、納税猶予額を
再計算し、一部免除

制度の利用の前に、経済産業大臣の「認定」に
加えて、「事前確認」を受けておく必要

事前確認制度を廃止　※平成25年4月施行

現経営者の個人債務・葬式費用を株式以外
の相続財産から控除

1．背　景
・事業承継の形態が多様化し、20年前は親族内承継が約9割であったが、近年は親族外承継が約4割と増
加傾向であるため、親族外承継を円滑化するための措置を講じることが必要。
・中小企業基本法等で掲げられた「事業承継の円滑化」を促進する施策を措置し、中小企業・小規模事業者
の持続的発展を図る。

2．法律の概要
（1）経営承継円滑化法において親族外承継の増加に伴い、親族外後継者が贈与を受けた株式等を遺留
分減殺請求の対象から除外する等

（2）小規模企業共済において安心して事業承継できる環境を整えるため、親族内で事業承継した際の
共済金の支給額を引き上げる等

3．措置事項の概要

（1）経営承継円滑化法において親族外承継の増加に伴い、親族外後継者が贈与を受けた株式等を遺
留分減殺請求の対象から除外する等
（2）小規模企業共済において安心して事業承継できる環境を整えるため、親族内で事業承継した際
の共済金の支給額を引き上げる等

Ａ．経営承継円滑化法の改正 Ｂ．小規模企業共済法の改正

遺留分特例制度とは
○安定した会社経営のためには、後継者への
株式集中が必要。
○ただし、後継者以外の遺族には遺留分（※）
が存在。遺留分の放棄が法的に確定しない
と、後継者は後で遺留分相当の株式を請求
されるおそれ。
（※）相続財産は原則として遺言により自由に処分できる
が、遺族の生活保障等のため、遺族に留保される相
続財産の一定割合（原則法定相続分の２分の１）。

○遺留分放棄の確定には、遺留分権利者一人
一人が家裁の許可を得ることが必要で手間
がかかるため、手続が進みにくい。

○後継者が事前に遺留分権利者と合意し、経
済産業大臣の確認を受けることにより、家裁
の申請手続を後継者が単独で行うことが可
能となり、家裁の許可を受けて株式の集中
が可能に。

親族外承継の割合が増加傾向であるため、遺留
分特例制度の対象を「親族外」へ拡大。【第３条
～第６条、１０条】

Ｃ．中小機構法の改正

○中小機構による経営者等に対する事業承継サポート機能強化（経営承継円滑化法の改正内容（2））【第15条】
○中小機構による「申込金」に係る金融機関への委託業務の廃止（共済加入時の「申込金」を手続き面
の簡素化の観点から廃止する。）【第17条】

小規模企業共済制度とは＝「経営者の退職金制度」
個人事業者や会社等の役員が、廃業・退職後
の生活の安定等を図るための資金として積み
立てを行う共済制度。（中小機構が実施）

（掛金月額：１千円～７万円）

改正内容（１）：遺留分特例制度の対象を親族外へ拡充

事業承継に係る計画的な取組を後押しするた
め、経営者、後継者等に対して必要な助言を実
施。【第15条】

改正内容（２）：中小企業基盤整備機構（中小機構）に
　　　　　　よる事業承継サポート機能の強化

改正内容（２）：会社役員の次世代への交代の円滑化

＜月額４万円で２０年間
納付した場合の支給額＞

廃業時 1,115
万円

　（改正後）
→1,115
　万円

親族内
承継時

968
万円

現行制度は、廃業し
た場合に最も多額
の共済金を支給す
るが、個人事業者が
親族内で事業承継
した場合も、廃業と
同様の支給額とす
る。【第７条、第９条】

小規模企業者の高齢化が
進む中、次世代へのバトン
タッチを促すため、６５歳以
上の会社役員が退任した場
合の共済金の支給額を引
き上げる。【第７条、第９条】

改正内容（１）：個人事業者の親族内における事業
　　　　　　承継の円滑化

現行制度では、経営の悪化、疾病・負傷等の場合
を除き、毎月支払う掛金の額の減額が認められな
いところ、柔軟に変更可能とする。【第８条】

改正内容（3）：小規模企業の経営状況に応じた
　　　　　　掛金の柔軟化

＜月額４万円で1０年間
納付した場合の支給額＞

（改正前） → （改正後）

480万円 → 504万円

猶予税額の計算で現経営者の個人債務・葬式費用
を株式から控除するため、猶予税額が少なく算出
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